
１　総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

(注) １　職員手当には退職手当を含まない。

２　職員数は、２３年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項

な　し

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

(注) １　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

千円
22年度

人 千円

一人当たり給与費給与費　　B/A

一人当たり

千円 千円

21年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

16.7

（参考）類似団体平均

　　　　　　％

4,368,468

人 件 費

B/AB

人件費率区分 歳 出 額

A

住民基本台帳人口

（22年度末）

二本松市の給与・定員管理等について

（参考）実質収支

区分

16.4

　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

60,644

人

給　　　　　与　　　　　費

22年度

職員数

職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　B

26,707,739

給　 料

578,884

A

　　　　　千円 千円
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２　一般行政職給料表の現況（平成２３年４月１日現在）

(注) 給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２３年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人

歳 人 歳

歳 人 歳

歳 人 歳

歳 人

歳 人

歳 人

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成20～22年の3ヵ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較に当り、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に

　 支給された、期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

類似団体 330,099

区　分 平均年齢

392,033

44.1

二本松市

福島県

調理士

（国ベース）

381,083

266,400 294,300

（単位 ： 円）

３級 ７級

43.7

国

44.3

188,900

399,900

226,700

350,500

平均給料月額

340,163

平均給与月額

403,191

５級１級 ４級

327,205 　－42.3

461,542

１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

137,900

247,900

２級

8

392,803 円

321,662 円―

329,832 円320,986 円

―

―

1.60

55.8

45.4

53.8

―

――

―371,100 円

―

―

―― ―

6,444,667 円

3,094,000 円 1.68

うち調理員

うち運転手

うち用務員

二本松市

うち用務員

うち運転手

Ａ／Ｂ
平均給与月額

（Ｂ）
対応する民間
の類似職種

平均年齢
区　　分

福島県

5

48

3,689

2,467,500 円

49.5

うち調理員

区　　分

二本松市 ―

411,327 円359,418 円

28

類似団体

国

49.4

52.1

9

50.5

54.8

（Ａ）
平均年齢 職員数

52.1

356,747 円

337,182 円

330,702 円

323,366 円

―310,252 円

―

公務員
Ｃ／Ｄ

年収ベース（試算値）の比較

民間
（Ｃ） （Ｄ）

―343,122 円

337,687 円 209,700 円

―

328,298 円

432,258 円52.3 351

283,862 円

298,396 円 322,707 円

―

5,300,307 円 1.80

2.61

参　　　考

2,943,200 円

5,211,561 円

― ―

自家用乗用自動車運転手

用務員

2.11194,600 円

326,200 372,300

民　　　間

６級

397,723

466,900440,300

（国ベース）

371,963

233,000 円

参　考

1.40

384,838 円

314,900 362,800 415,100

公　　務　　員

平均給料月額
平均給与月額 平均給与月額

356,410

平均給与月額
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　　　③小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

(注) １　「平均給料月額」とは、２３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手

　当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　 また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含ま

　れていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

３　平均年齢は１０進法により算出している。

(2) 職員の初任給の状況（２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

円 円

円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円

円 円

高　校　卒

小・中学校
（幼稚園）教育職

大　学　卒

技能労務職

175,100
一般行政職

440,516

高　校　卒

181,800

二 本 松 市区　　　分

142,500

－

大　学　卒

155,400

中　学　卒

一般行政職

技能労務職
在職者なし

301,180

在職者なし

在職者なし

高　校　卒

大　学　卒 262,312

区　　分 経験年数10年

小・中学校
（幼稚園）教育職

175,100

短　大　卒

在職者なし

在職者なし

273,200 307,300

在職者なし

在職者なし

国福　島　県

146,900

341,800

－

－

経験年数20年

139,800

経験年数15年

203,100

在職者なし在職者なし

在職者なし短　大　卒

在職者なし

243,300 281,900

－

－

140,100

124,700

172,200

中　学　卒

155,250

大　学　卒

高　校　卒 137,900

311,324 337,155

49.0

42.3類似団体

福島県 45.7 401,500

二本松市

平均給料月額

362,928

区　　分

391,611

平均年齢 平均給与月額
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４　一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（２３年４月１日現在）

(注) １　二本松市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

５　職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（22年度支給割合） （22年度支給割合） （22年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算 5～20％ ・ 役職加算 5～20％ ・ 役職加算 5～20％

・ 管理職加算 15～25％ ・ 管理職加算 10～25％

(注) (  　　)内は、再任用職員に係る支給割合である。

３　級

区　分

　主事、技師、保育士、保健師、看護師、栄養士、歯科衛生士又は教諭の職務１　級

２　級

７　級

構成比

1.35

0.65

１人当たり平均支給額（22年度）

　１　主査の職務
　２　職務の内容及び責任の程度がこれと同等と認められる職務

二　本　松　市

１人当たり平均支給額（22年度） －

国

　１　部長、支所長、福祉事務所長又は首席参事の職務
　２　議会の事務局の長の職務
　３　教育委員会の事務局の教育部長の職務

3.4  ％　12  人　

11  人　 3.1  ％　

６　級

78  人　

64  人　 18.0  ％　

　１　参事の職務
　２　職務の内容及び責任の程度がこれと同等と認められる職務

５　級

　１　課長、室長、住民センター所長又は主幹の職務
　２　議会の事務局の次長の職務
　３　教育委員会の事務局の課長又は公民館長の職務
　４　行政委員会（教育委員会を除く。以下同じ。）の事務局の長の職務
　５　職務の内容及び責任の程度がこれらと同等と認められる職務

　１　主任主査又は係長の職務
　２　出先機関（住民センター及び公民館を除く。）の長の職務
　３　職務の内容及び責任の程度がこれらと同等と認められる職務

４　級

1.9  ％　

1,397

0.65

1.352.55 1.35

7  人　
　主任主事、主任技師、主任保育士、主任保健師、主任看護師、主任栄養士、
　主任歯科衛生士又は主任教諭の職務

47.2  ％　168  人　

福　島　県

2.60

1.40

16  人　

標 準 的 な 職 務 内 容 職員数

4.5  ％　

1.45

2.55

0.65

1,608

1.40

21.9  ％　

１級, 4.5%２級, 1.9%

３級, 47.2%

４級, 21.9%

５級, 18.0%

６級, 3.4%

７級, 3.1%

８級,９級,

１級, 3.4%２級, 3.4%

３級, 47.7%

４級, 23.0%

５級, 17.4%

６級, 2.0%

７級, 3.1%

８級,９級,

１級, 0.3%２級, 3.9%

３級, 16.2%

４級, 20.5%

５級, 7.2%

６級, 30.2%

７級, 15.2%

８級, 4.1%

９級, 2.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成23年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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(2) 退職手当（２３年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

千円 千円

(注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、22年度に退職した職員に支給された平均額である。

(3) 特殊勤務手当（２３年４月１日現在）

千円

円

％

種類

(4) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(5) その他の手当（２３年４月１日現在）

支給実績（22年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

主な支給対象業務

24,609

59.28

59.28

二　本　松　市

23.50 30.55

主な支給対象職員

国民健康保険診療所医
師診療手当

59.28

１人当たり平均支給額 24,107

47.50

33.50

－ 58,809　千円　

異なる内容 平均支給年額

（月額）

（22年度決算）との異同

国の制度と

33.50

30.55

手当の種類（手当数）

124,976

国民健康保険診療所に勤務す
る医師

職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

支給実績（21年度決算）

国の制度

診療業務

手当の名称

手　当　名

支給実績

左記職員に対する支給単価

69,316

142

256

支給職員１人当たり

47.50

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度） 0.2

支給要件
の下限額

運賃相当
額が58,000
円超の場
合、超える
額の1/2を
加算
（県準拠）

異なる

内容及び支給単価

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

国

勧奨・定年

23.50

自己都合 勧奨・定年

1

990,000　円

272,639　円　

90,718　円　

223,608　円　

19,630　千円　

35,380　千円　

11,760,000

41.34 41.34

（支給率）

59.28

自己都合

59.28

支給実績（22年度決算）

59.28

（支給率）

11,760

借家等に居住し、月額9,500円を超える
家賃を支払っている職員
【支給額】
上限27,000円

扶養親族のある職員
【支給額】
１名につき6,500円～13,000円（月額）

（22年度決算）

異なる

同じ

住居手当

通勤手当

徒歩により通勤するものとした場合の距
離が2km以上で
①交通機関を利用し運賃等を負担して
いる職員
②自動車等により通勤している職員
【支給額】
①運賃相当額（58,000円を超えた場合
は、超える額の1/2を加算）
②2,000円～53,500円（月額）

扶養手当
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※(5) その他の手当の続き

６　特別職の報酬等の状況（２３年４月１日現在）

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

円 円

円 円

円 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円 任期毎

円 任期毎

(注) １　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

　勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

59,671　円　4,177　千円　

円　／

9,169,800

（22年度決算）

異なる内容

549,703　円　

15,644,160

同じ

543,000

国の制度

との異同内容及び支給単価

区　　分

寒冷地手当

管理又は監督の地位にある職員の職の
うち規則で指定する職にある職員
【支給額】
給料月額の100分の25を超えない範囲
（4級第4種48,900円～7級第1種77,900
円）

基準日（毎年11月から翌年3月までの各
月の初日）において、規則で定める公署
及び区域に在勤する職員
【支給額】
基準日における公署、区域の区分及び
職員の世帯等の区分に応じた定額

240,000

－

国の制度と

50,023　千円　

503,000

円　／457,000

退
職
手
当

備　　　　考

副 市 長

期
末
手
当

報
酬

給

料

副 議 長

議 員

副 議 長

2.90

給料月額×在職月数×29/100

375,000

市 長

副 市 長

円　／

399,600

支給職員１人当たり

平均支給年額（22年度決算）

250,000円　／

401,500

支給実績

395,000

管理職手当

1,030,000

　　（22年度支給割合）

手　当　名

775,000

445,000

給 料 月 額 等

国の基準を
基本に、各
職階ごとの
金額を算出

異なる

970,000

658,750

（参考）類似団体における最高／最低額

円　／822,000

305,000

　　（22年度支給割合）

給料月額×在職月数×48/100

議 長

市 長

市 長 679,000

2.90

議 員

議 長

副 市 長
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７　職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

区　分 

 部　門

…

…

…

…

人
人）

人
人）

…

…

人

(注) １　職員数は一般職に属する職員数である。

２　[     ]内は、条例定数の合計である。

(2) 年齢別職員構成の状況（２３年４月１日現在）

人 人

55413

人

60歳

91.52

以上

～

86

59歳

88

人

～

＜参考＞

52歳

人口１万人当たり職員数

計

～～

[        － ]

56歳

民生一般及び福祉事務所の退職者不補充による減

（類似団体の人口１万人当たり職員数 64.77

給食センター業務の一部民間委託による減

文書集配業務の民間委託による減

主な増減理由

0  6  6  

対前年
増減数

職　員　数

平成22年

119  

61  

農　水

商　工

総　務

税　務

土　木

120  

36  

▲ 1  

一
般
行
政
部
門

議　会

衛　生

民　生

計

32  

普
通
会
計
部
門

0  

40  0  

83  

19  19  

40  

85  

0  

0  0  

489  

消防部門

小　計 1  

0  

0  

0  小 計

そ の 他

13  

66  

29  

12  

29  

下 水 道

4  

0  

－

1  

488  

4  4  

0  

80.63

▲ 1  

＜参考＞

病 院

交 通

水 道

教育部門

　合　　　計
[            656 ]

21  20  

0  

66  

0  

554  

[            656 ]

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

27歳

1  

24歳 28歳

31歳 35歳 39歳

44歳

～

区　分

未満

～

20歳 20歳

23歳

人

17

人人
職員数

90

人 人

55歳51歳47歳

51 36

人人

389  

101  

1  

▲ 1  

61  

▲ 2  

2  

100  

555  

～ ～ ～

平成23年

48歳40歳

26

43歳

63

36歳32歳

24  25  

～

102

387  

人人

63

異動凍結及び新採配置による一時的な増

簡易水道部門の退職者不補充による減

異動凍結及び新採配置による一時的な増

定年退職者勤務延長による一時的な増

64.14人口１万人当たり職員数
＜参考＞

87.21（類似団体の人口１万人当たり職員数
人口１万人当たり職員数

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20%

20 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60

歳 ～～～～～～～～～～歳

未 23 27 31 35 39 43 47 51 55 59 以

満 上
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(3) 職員数の推移

(注) 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数（各年４月１日現在）

66

教　育 123

一般行政 439

　　　　　　　　　　　年度
　部門別

平成１８年 平成２２年

572 554

67

101

488

平成１９年

644

76

589

68

118

403

普通会計計

平成２１年

113

387

0 0

621

69

消　防

総合計

公営企業等会計計

00 00

429

568

129

505552 521

389392

平成２０年

100

平成２３年

（単位 ： 人 ・ ％）

△ 89

△ 13.9

△ 1066

△ 13.8555

△ 13.2

△ 79489

過去５年間
の増減数（率）

0.0

△ 22.5

0

△ 50 △ 11.4

△ 29
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８　公営企業職員の状況

(1) 水道事業

  　 ① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

　　　　　　　

(注) １　職員手当には退職給与金を含まない。

２　職員数は、２３年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

 な　し

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

(注) １　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

２　全国平均とは、全国各市町村の平均である。

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（22年度支給割合） （22年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算 5～20％ ・ 役職加算 5～20％

(注) (　　　)内は、再任用職員に係る支給割合である。

17 10,163 

人 千円 千円

職員数

794,163 

区分

　　　　千円

A

22年度

二本松市

535,892

－

348,460

1,397

一般行政職　（二本松市）

１人当たり平均支給額（22年度）

水道事業　（二本松市）

44.1

区分 総費用

基 本 給

職員給与費比率

B/A

区　　　分 平均月収額

89,709 

千円

総費用に占める

21年度の総費用に占

給　　　　　与　　　　　費

質収支

507,842

千円 ％

職員給与費

１人当たり平均支給額（22年度）

事 業 者

純損益又は実

平 均 年 齢

全国平均

－

45.6

A 給　 料

B

一人当たり給与費計　　B

6,443 24,494 103,600 6,094 

千円　　　　　千円 千円

一人当たり

千円

（参考）市町村平均

期末・勤勉手当 給与費　　B/A

％

める職員給与費比率

103,600 13.0 12.2 

職員手当

1.35

22年度
68,943 

1.40 0.651.40 0.65

2.55

1,440

2.55 1.35

362,100
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イ　退職手当（２３年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

千円 千円 千円 千円

(注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、22年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(注) 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

エ　その他の手当（２３年４月１日現在）

2,143　千円　 214,300　円　

836　千円　 278,800　円　

700　千円　 63,636　円　

1,324　千円　 661,758　円　

0　千円　 0　円　

支給実績（22年度決算）

自己都合

支給実績（21年度決算）

33.50

0

59.28 59.28

59.28 59.28

175

303

2,984

24,609

5,160

24,107

管理職手当

管理又は監督の地位にある職員の職のうち
規則で指定する職にある職員
【支給額】
給料月額の100分の25を超えない範囲
（4級第4種48,900円～7級第1種77,900円）

同じ －

寒冷地手当

基準日（毎年11月から翌年3月までの各月の
初日）において、規則で定める公署及び区域
に在勤する職員
【支給額】
基準日における公署、区域の区分及び職員
の世帯等の区分に応じた定額

同じ －

通勤手当

徒歩により通勤するものとした場合の距離が
2km以上で
①交通機関を利用し運賃等を負担している職
員
②自動車等により通勤している職員
【支給額】
①運賃相当額（58,000円を超えた場合は、超
える額の1/2を加算）
②2,000円～53,500円（月額）

同じ

借家等に居住し、月額9,500円を超える家賃
を支払っている職員
【支給額】
上限27,000円

同じ

23.50 30.55

（支給率）

一般行政
職の制度と
の異同

59.28

（支給率）

一般行政職
の制度と異
なる内容

内容及び支給単価

職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

－

勧奨・定年

－

自己都合

47.50

支給実績
（22年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（22年度決算）

一般行政職　（二本松市）

30.55

勧奨・定年

23.50

33.50 41.34

水道事業　（二本松市）

47.50

住居手当

59.28

0

同じ

１人当たり平均支給額

－
扶養親族のある職員
【支給額】
１名につき6,500円～13,000円（月額）

１人当たり平均支給額

手　当　名

41.34

扶養手当
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(2) 下水道事業

  　 ① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

　　　　　　　

(注) １　職員手当には退職給与金を含まない。

２　職員数は、２３年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

 な　し

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

(注) １　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

２　全国平均とは、全国各市町村の平均である。

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（22年度支給割合） （22年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算 5～20％ ・ 役職加算 5～20％

(注) (　　　)内は、再任用職員に係る支給割合である。

1.40 0.65 1.40 0.65

1,590 1,397

2.55 1.35 2.55 1.35

下水道事業　（二本松市） 一般行政職　（二本松市）

１人当たり平均支給額（22年度） １人当たり平均支給額（22年度）

事 業 者 － －

全国平均 44.5 358,932 530,720

二本松市 48.2 384,879 542,971

区　　　分 平 均 年 齢 基 本 給 平均月収額

14,314 58,641 6,515 6,380 

　　　　　千円 千円 千円 千円
22年度

人 千円 千円

9 39,863 4,464 

（参考）市町村平均

A 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　B 給与費　　B/A 一人当たり給与費

区分 職員数 給　　　　　与　　　　　費 一人当たり

％ ％

613,056 0 58,641 9.56 9.75 
22年度

　　　　千円 千円 千円

める職員給与費比率

質収支

A B B/A

職員給与費比率

区分 総費用 純損益又は実 職員給与費

21年度の総費用に占

総費用に占める
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イ　退職手当（２３年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

千円 千円 千円 千円

(注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、22年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(注) 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

エ　その他の手当（２３年４月１日現在）

24,107

59.28 59.28

支給実績（22年度決算） 890

一般行政
職の制度と
の異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績（21年度決算）

98

291

職員１人当たり平均支給年額（21年度決算）

手　当　名 内容及び支給単価

職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

32

24,609

59.28 59.28

１人当たり平均支給額 0 0 １人当たり平均支給額

59.28 47.50 59.28

33.50 41.34

－同じ

通勤手当

徒歩により通勤するものとした場合の距離が
2km以上で
①交通機関を利用し運賃等を負担している職
員
②自動車等により通勤している職員
【支給額】
①運賃相当額（58,000円を超えた場合は、超
える額の1/2を加算）
②2,000円～53,500円（月額）

扶養手当
扶養親族のある職員
【支給額】
１名につき6,500円～13,000円（月額）

住居手当

借家等に居住し、月額9,500円を超える家賃
を支払っている職員
【支給額】
上限27,000円

－

管理又は監督の地位にある職員の職のうち
規則で指定する職にある職員
【支給額】
給料月額の100分の25を超えない範囲
（4級第4種48,900円～7級第1種77,900円）

同じ管理職手当 －

同じ

同じ －

623,084　円　

0　千円　 0　円　

243,429　円　

324　千円　 324,000　円　

923　千円　 115,350　円　

623　千円　

寒冷地手当

基準日（毎年11月から翌年3月までの各月の
初日）において、規則で定める公署及び区域
に在勤する職員
【支給額】
基準日における公署、区域の区分及び職員
の世帯等の区分に応じた定額

同じ －

41.34

47.50

23.50 30.55 23.50 30.55

33.50

下水道事業　（二本松市） 一般行政職　（二本松市）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

支給実績
（22度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（22年度決算）

1,704　千円　
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